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小谷鶴次教授のr世界連邦論」
家　　　正　治
　　　　　　　　　　　　　　　　　I
　ユ995年10月30日に開催された第18回世界連邦日本大会で武者小路公秀明治
学院大学教授が「国際連合から世界連邦へ」と題して基調講演を行った。そ
の中で，同教授は，「国家は17世紀にヨーロッパで出現しました。その部の
時代のヨーロッパは世界政府をもっていました。そg世界政府があまり役に
立たなかったので，国家というものを発明しました。その世界政府とは，神
聖p一マ帝国やローマ・カトリック教会で，ヨーロッパ全体を取りしきって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い〕いました。その下に封建申勺な王や領主がいたのです」と述べている。そして，
ヨーロッパでは国家をつく之ことにより世界政府の圧政をはねのけることが
できたこと・また世界政府をなくす子とで近代世界ができ兵主主義やイ！権キ
いう価値も手にすることができたことを指摘して，この意味で世界政府をつ
くることは必ずしも良いごとではないと述べ弓れる。
　また，同教授は現在の世界の状況について以下のように分析される。「国
連は，ソ連崩壊後，アメリカを中心として運営されており，世界政府に近づ
いています。冷準後の世界は，宗教改革とルネッサンス直前のヨー口？パと
似たところがあります。当時は神聖ローマ帝国皇帝が車事的権力を握り，ロー
マ法王が宗教的権威を持っておりました。現在はアメリカが軍事的権力を持
ち．思想的権威は国連が持っておわます。従ってクリントン大統領が神聖ロー
マ帝国皇帝，ガリ国連事務総長がローマ法王の役割を果たしているという見
（ユ）『世界連邦新聞』1995年12月号（第467号〕。
　　　　　　　　　　　　　　　（63）
　　　　　　　　　　　　11〕方もできるかも知れません。」このような現状認識の下で，同教授は「世界
政府」については基本的に反対であるが；「世界政府」については一定の条
件，すなわち隣近所から始まって地方自治体，国家，地域，世界と下から積
みあげていくととという条件をつけて賛同されている。
　「グローバリゼーション」ともいわれるように国際社会の緊密化が進み，
また国際連合をはじめとする国際機構の位置と役割に示されるように国際社
会の組織化も進んでいる。さらに，冷戦終息以前には存在していた抑止とし
ての旧ソ連をはじめとする東側諸国牟崩壊し，ポスト冷戦時代において米国
の存在は相対的に大きなものとなっている。武者小路教授の指摘のように述
べることができるかどうかは置くとして，以上のような情況を前にして，従
来のあまりにもコスモポリタン的な理想論であえとして十分な分析がなされ
ていなかった「世界連邦論」についてまたその諸問塵について考察すること
は今後の国際社会や国際関係を考える上で意義があるものと考える。
　ところで，本小稿では1997年2月8日に逝去された国際法学者，小谷鶴次
広島大学名誉教授の「世界連邦諭」に関する立論をとり上げてその問題点を
考察し，また一定の筆者の見解を述べたいと考えている。なお，同教授は世
界連邦広島県協議会の副会長や世界市民運動の日本支部長を務められ，1984
年には世界市民運動の「人民議会」（第7回）選挙に立候補され．議員の一
人として選出されるという実践家でもあられた。一
　　　　　　　　　　　　　　　　皿
　今日，国際社会が緊密化し組織化し一てきたとはいえ，それを構成する基本
的単位は国家であることについてはウェストファリア会議の当時と同じであ
る数近国率の位置が低下しまた国家主義の弊害が指摘される．マ㍉牛方大甲
に対して小国が独立を維持する上で国家主権の積極的な意義が見出される一と
（2）前掲誌。
（64）
　　　　　｛ヨ〕ころである。
　ところで，この国家について小谷教授は，核兵器反対・戦争の放棄と関係
して，「現実に地盤を確立している国家間における一戦争を回避するには，もっ
と積極的な打開策を検討しなければならない。のみならず，戦争を引き起こ
す国家というものが問題なのであるから，人道的な個人的な人間本位の主張
をこえて国家という主権的団体の弊害を追求していくという態度を推進しな
ければならない。これが真の世界連邦精神であり，この方面からの対策を用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い〕煮しなければ世界連邦への本格的な関心はのびて行かない」一と説かれている。
そして，いかに民主主義の制度を採用している国家でも，国家として戦争に
訴えようとするのは，たとえ白衛を理由とするにしても，国家でも，国家自
身としての判断によるもので，その戦争が必ずしも一般国民の意向にかなう
ものとはいえないのが実情であるとして，教授は「この体制を打破して戦争
に訴え得る主権国というものを御破算にしなければ，武力支配のない真の平
和は訪れないわけである。それを目指すのが世界連邦なのである」と述べら
　　l　E〕
れる。
　それでは国家はその存在自体が悪として問題なのであろうか。この点に関
して，教授は「いかにも国家というものが悪者であ一る・ようにみえる。しかし，
世界連邦というのも一つの国家なのである。国家というものが本当に悪者で
あるとすれば，世界連邦という国家を設けることも許されないはずである。
それにもかかわらず，世界連邦自体に対しては，それを根本から悪者である
　　　　　　　　　　　　　　　｛o〕と非難するような声は聞かれない」と説かれている。すなわち，教授によれ
ば，「国家というものは，本来，人間集団の秩序ある生活を守るために必要
なものとして成立してきたものである。いわば国内の平和を維持することを
任務としているのである。このような国家がその任務を乱用したり拡大した
’（3）例えばアフリカ統一機構憲章は，その目的の一つとして．「主権，領土保全及び独立を防衛
　すること」（第2条C）を掲げている。
（4）小谷鶴次『仙台・広島で平和を考える』晃洋書房，ユ996年．125頁。
（5〕前掲書65頁。
（6）小谷鶴次『海外事情から世界連邦へ』一丁0SHINDO出版サービス．ユ985年，146頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　（65）
りしていることは事実であろうが，その基本的な任務としての平和維持機能
は，現在においてもこれを容認せざるを得ないところである。つまり，国家
というものは依然として存在理由があり，これを排除してしまうわけには行
　　　　　　　｛7〕かないのである」とされている。すなわち，国家が戦争を行うことが不正で
あるというときに，国家というものが悪者であるというのではなく，国家が
2つ以上存在して対抗しあっているのがよろしくないといわれるわけである。
　ところで，先ず問題となるのは，教授は也束蓮尭を目指す見解なのかそれ
とも也鼻血府を究極の目的とされておられるかということである。この点に
ついての教授の見解は明快である。「現在の国家を見捨てて政界政府を造る
というのでもない。現在すでに独自の旅券や貨幣を発行して世界政府を組織
しようとしている運動がみられるが，それでは世界の統一を強調するあまり，
その世界政府による独善的な施政が行なわれることになるおそれがあるばか
りではなく，現在通用する旅券とは異なるものを活用しようとして現在の法
　　　　　　　　　　　　　　　1宮〕律にそむくという面が現れてくる。」このような結果を生じないように，で
きるだけ現在の国家を生かし，ただ戦争ができないように世界を」つの国家
にしようというのが教授の「世界連邦論」である。
　なお，世界連邦あるいは世界政府にどれだけの権限を委ねるのかに関係し
て，ミニマリズム（最小限論）とマキシマリズム（最大限論），それにその
中間形態としてのミディアリズム（中間論）があった。ミニマリズムという
のは，世界連邦（政府）に認める権限を戦争の防止に直接必要な範囲に限定
し，それ以外の点については国家の権限に残そうとするものである。他方，
マキシマリズムは恒久的な世界の平和を確立するためには，単に軍事的な事
項だけに限らずに政治・経済・文化の広い範囲にわたった権限を世界連邦
　　　　　　　　　　　　　　　　1o〕（政府）も認めようとするものである。
　教授はこの点に係わって，「世界連邦の必要なことがいろいろな理由で叫
（7）前掲書『海外事情から世界連邦へ』ユ4頁。
（8）前掲書『仙台・広島で平和を考える』61～62頁。
（9）田畑茂二郎『世界政府の思想』岩波書店．1950年，62～63頁。
　　　　　　　　　　　　　　　（66）
ばれながら，．そんなものは実現されないと認められている。例えば最近の環
境破壊という事実をみて，その是正のために世界連邦が必要だといわれる。
軍事以外の面からの主張である。しかし，環境破壊は必ずしも人や国が故意
に行っているものとは限らない。したがろて，世界連邦を造ったからといっ
て，環境破壊が絶滅してしまうわけではない。また，環境破壊を是正したか
らといって，国家の存立に直接影響してくるものではない。したがって，現
在のように国家が対立しあっていても，環境破壊に対する是正が行えないと
　　　　　　　　　　　　　　　oo〕いうわけではない」と主張される。
　ところで，教授によれば，戦争廃絶のために世界連邦を造らねばならぬと
いう軍事面からの主張については事情は異なる，と説かれる。戦争というも
のが必ず人や国によって故意に起こされるものであるから，人や国が戦争を
起こさないようにすれば戦争は絶滅されるはずであるとして，「したがって，
戦争を廃絶するには，戦争を起こす可能性のある国家というものを清算して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o］）しまった世界連邦というものが，絶対に必要なことになってくるのである」
と述べられ，戦争の防止という点から教授の見解はミニマリズムに立脚して
おられるものと考えられる。もっとも，教授は，世界連邦の任務については
現在の国際関係における平和を維持することが基本的な課題であるとしなが
らも，「なお，現在では国際連合等にとっては重荷と考えられそうな海底・
宇宙・難局等の国家領域外に関する諸問題を含む，広範な環境問題が純世界
的な任務を担当すべき世界連邦において特別に重要な課題とされなければな
　　　　　　　ll！〕らないであろう」と世界連邦が荷うべき新しい問題の出現についても指摘さ
れている。
　上述の問題と関連して，教授は各国の多様性と世界全体の統」姓との均衡
を計ることの必要一性を強調される。「つまり，国家というものの必要性と人
類の利益との間に均衡を言十ろうとするのである。今まではせいぜい国家と国
（王O〕前掲書『海外事情から世界連邦へ』ユ27頁。
（11）前掲書『海外事情から世界連邦へ』128頁。
（12）前掲書『仙台・広島で平和を考える』ユ28頁。
　　　　　　　　　　　　　　　（67）
民との利益の均衡が考えられたのにすぎないが，世界連邦の構想では国家と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○宮〕人類全体との均衡が問題にされるのである。」そして，このように世界連邦
という仕組は均衡を重んじるものであるが，勢力均衡といわれるように同種
の国力について均衡を計るのではなく，国家とか人類とか，法と力とか，む
しろ別種のものについて均衡を計ろうとするものである。しかし，教授は，
「同種のものの均衡は比較的達成しやすいものであるが，その反面，その均
衡の破壊も生じやすいことが，とくに勢力均衡について歴史の示すところで
ある。これに反して，異質のものの均衡は容易に計られないものでありなが
ら，一たん生じたその均衡は簡単にはこわれないものである．ということも，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11－j国内における国家と国民との均衡について歴史の教えるところである」と指
摘されている。
　以上のように教授の立論は現在の国家を完全に清算してしまうというもの
ではない。この点について上記で引用したように，教授は「現在の国家を見
捨てて世界政府を造ろうというものでもない。現在すでに独自の旅一券や貨幣
を発行して世界政府を組織しようとしている運動がみられるが，それでは世
界の統一ということを強調するあまり，その世界政府による独善的な施政が
行なわれることになるおそれがあるばかりでなく，現在通用する旅券とは異
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11日〕なるものを活用しようとして現在の法律にそむくという面が現れてくる」と
言われる。世界政府の落ち入るかもしれない弊害の側面と法律との抵触につ
いて指摘されて，このような結果を生じないようにできるだけ現在の国家を生
かし，ただ戦争ができないようにするのが世界連邦であると説かれるのである。
　このように，教授は国家を生かしながら，戦争を起こす可能性のある主権
国家の対立ということを打破しなければならないとミニマリズムの立場に基
本的に立たれているが，ただ人権については以下のように述べられている。’
「世界連邦の憲法であれば，連邦という点に着目して機構のこと一を主として
（13）前掲書『海外事情から世界連手贋へ」工51頁。
（14）前掲薔『海外事1青から世界連邦へ』151－1．52頁。
（15）前掲書『イ山台・広島で平和を考える』61－62頁。
　　　　　　　　　　　　　　　（68）
規定しておけばよレ．・，と考えられるかも知れないが，世界連邦の憲法であれ
ば；連邦という点に着目して機構のことを主として規定しておけばよい，と
考えられるかも知れないが，世界連邦そのものが現在の国家権力を抑制して
人間のため，人類のための機構をめざすものであるから，その基本原則とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口引て人権のことをある程度まで規定しておかなければならないはずである」と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11引される。ここでは「ある程度まで」とされているが，「平和のための人権」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○呂〕すなわち「人間が戦争にかりたてられないという人権」を意味し，世界連邦
によってこそ人権が完成することになるとされる。
　ところで，世界連邦を実現する手続については教授はどのように考えてお
られるか。世界連邦や世界政府を主張する人々が考えているものには次の2
　　　　　　　○宣〕つの方向がある。1つは，現在の国際連合を改造して世界連邦（政府）を作
ろうとするものであり，いま1つは国際連合と一応離れた別の基礎の上に新
しく世界連邦（政府）を樹立していこうとするものである。教授は強大国が
有利な地位を占めている現状のもとで，強大国がその地位を失うおそれのあ
る人間本位の世界に転換することを容認するものであろうかと疑問を示’され，
「このように考えてくれば，国際連合を改造して世界連邦を樹立しよう」とす
る行き方は，決して容易なものではないことになる。権力者が支配している
現在の国家をむしろ．あてにしないで，純真な人類の声を結集して世界連邦と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1珊〕いう目標の達成を計る方が効果的であるかも知れない」と述べられる。そし
て，「国際連合とは独立に世界連邦を建設しよう．とする人たちの間では，す
でに世界の人民議会．を想定して世界の各地から議員が選出され始めていると
　　　　　　伽）いう現状であるから，この方向を推進するように努めるべきでなかろうか。
（16）前掲書『海外事情から世界連邦へ」155一王56頁。
（！7）簡掲書『仙台・広島で平和を考える」99頁。一
（18）前掲書100頁。
一（19）田畑茂二郎．前掲書120－136頁参照。
（20）前掲書『海外事情から世界連邦へ』ユ49一ユ50頁。
（川この人民議会については『世界人民議会案内』（小谷鶴次訳）TOSHINDO出版サービス，
　ユ987年参照。なお，小谷教授は1989年の第7回選挙で議員として選出されている。『世界人民
　議会案内』23頁参照。
　　　　　　　　　　　　　　　（69）
このような線にそって世界連邦運動を進めて行くことが，かえって平和への
ための近道ではなかろうか。国際連合の改・造に比べて，急がば廻れというわ
　　　　1酬けである」と続けられる。
　このように教授は国際連合とは別の基礎の上に世界連邦の構築を想定され
ている。同時に教授は国際連合に第二院設置の必要性についてしばしば言及
される。既存の総会を第一院と考えるところから第二院と呼ばれるのである
が，人民議会とも呼ばれることもある。すなわち，世界人類を代表する人間
代表としての議員によって構成される第二総会のようなものを新設しようと
するものである．が，教授は「新世界会議の企画理事会の会員である，在広島
地球市民登録本部の本部長小谷鶴次の考えるところでは，『世界平和維持者
としての国連を強化する最良の方法は，平和・環境および人問福祉の諸目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1盟〕を表わす人民議院を国連の中に設けることであります』」と述べている。し
かし，国際連合の改造の方法については消極的な賛成であることについては
　　　　　　　　　　　　　　1盟〕以下のことからも明らかである。「国際連合の改造による世．界連邦というこ
とには反対するほどの理由もないので，私もこの方式に賛成して，そのため
の構想も考えた。丁度，私が世界人民議会の議長を務めていたときでもあっ
たので，私の名前で私の提案を国際連合の事務局へ届けた。しかし，このよ
うな新しい提案については，国際連合加盟国の方から出してもらった方がよ
い，一ﾆいうことであった。けれども私としては，加盟国の手を通すことがは
　　　　　　　　　　　　　　　慨〕たして得策であるか不・安を抱いた」とある。現在の総会のほかに世界人民議
院に当たるようなものを設ければ，現・在の総会の力を牽制することになり加
盟国はよい顔をする筈ないと判断され，加盟国に頼らずに人民の力に訴える
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕方が効果的であると考えられたわけである。
（22）前掲書『海外事』1青から世界連邦へ」150頁。
（23）小谷鶴次『思い出から平和の構築へ』晃洋書房，1995年，ユ71貫。
（24）小谷教授が国連改造よりもむしろ人類自らの手で国連とは独立に世界連邦を創設する途を
　歩む方に重点が置かれていることについては，加藤俊作教授も指摘されているところである。
　『世界連邦新聞』1997年8月号（第484号）参照。
（25）前掲書『思い出から平和の構築へ」190－191頁。
（26）前掲書191頁。
　　　　　　　　　　　　　　　（70）
　国連の改造による世界連邦の構築，とりわけ第二院の設置について，教授
は，反対するほどの理由もないので賛成するとされるのであるが，如何なる
根拠規定に基づいて考えておられるのであろうか。従来2つの別の方式が主
張されていた。一つは憲章第22条「総会は，その任務の遂行に必要と認める
補助機関を設けることができる」とする規定を適用しようとするものである。
この点に関して，教授は「これによれば，総会の決議によって，国連機構の
内部改造という形で，いわゆる拒否権にも煩わされることなく，比較的簡単
に人民議会が設けられることになる。しかし，この場合は総会の補助機関を
設置するのであるから，これによる人民議会が，はたして総会と対等の資格
をもつ本格的な第二院たるにふさわしいものとなりうるのか，という疑問が
　　　　　　　伽〕生ずるのである」と否定的である。補助機関は，その本体となる機関の任務
遂行に必要なものという前提に立ち，本体に従属するものであり，それと対
　　　　　　　　　　　　　　　　　1盟〕等の資格でその機関に拘束を加えたり，また独自の名の下で行動することが
できないわけである。
　もう一一つの方式は憲章第109条または第108条を適用して独立機関を設けよ
うとするものである。まず第109条の国連憲章の再審議についての機会を予
定した同条の適用による憲章改正の途であるが，教授は，「この第！09条は国
連憲章の設立時に関係国聞で十分な合意が得られないままに発効することに
なった事項を中心として国連成立後に再検討をしようとするもので．表面上
は第ユ0回総会までのことを予定しているにすぎない。現在においてこれを援
用できるかということについては疑問がないわけではなく，また，この手続
によって憲章に変更を加えようとしても，常任理事国の同意を要するという
意味で拒否権が介在することになっていて，必ずしも簡単に人民議会の設置
　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕が認められるというわけではない」と主張される。このようなことから，総
会と並んで第二院としての人民議会を設けようとするには，再審議による場
（27）前掲書『戦争放棄から世界連邦へ』197頁。
（28）前掲書『思い出から平和の構築へ』209－210頁参照。
（29）前掲書『戦争放棄から世界連邦へ』！97頁。
　　　　　　　　　　　　　　　（7ユ）
合と同様な手続を想定している「憲章第108条による通常の改正の途をとる
　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕のが適当ではないかと考えられる」と述べられる一方，「しかし，常任理事
国による拒否権に阻まれるのみならず，国家本位のものとして国連を成立さ
せている一般の加盟国が，国家に対立する人類の立場を素直に容認するもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　131〕であろうか，という不安をぬぐいきれないのである」とその実現の困難性に
ついて指摘される。
　ところで，世界連邦への障害について，上記の手続面とは別に，教授はど
のように把握されているか。「戦争による国民の被害がなくなるということ
で世鼻あ入歯赤手へそ也鼻蓮≠唐あ成立1三養歳寺え舎であるが，現在の国家主
権を担当している人たちは，その特権的な立場を失うことになるので必ずし
も世界連邦に賛成するとは限らない。ここに世界連邦実現にとっての良夫あ
俸舎があるのである∫1〕（傍点筆者）とされる。また，伝統のある先進諸国が主
権的独立を維持しようとするだけでなく，新興の発展途上国が先進国に対抗
して独立意欲を大いにもやしているときであり，この情勢も世界連邦の樹立
に有利なものではなく，また先進国と発展途上国とは社会・経済に格差が著
しいことから両者の一体化を計ることは容易ではなく，さらに自由主義諸国
と社会主義諸国との一体化についても類似のことがいえるとして，「諸国の
主権的対立のもとをなしているともいえる社会・経済的な格差・相違に対し
て，人類利益の観点からある程度の調整を計らなければ，真の世界連邦の成
　　　　　　　　　　制〕功は望めないであろう」と世界連邦への実体的な障害について指摘されてい
る。
　以上のような世界連邦構築への困難性と障害を前にして，教授は「下から
の力」を強調して以下のように論じられる。「世界連邦こそは現在の国家形
体に修正を加えようとするもので世界的な大変革をもたらす。それは史上に
（30）前掲書197一ユ98頁。
（31）前掲書ユ98頁。
（32）前掲書87頁。
（33）前掲書『海外事情から世界連邦へ』ユ66一ユ67頁。
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おける大革命に優る・とも劣らない重大な変革にほかならない。過去ρ大革命
が人民という下からの圧力によってなしとげら札たように，世界連邦の成立
もまさに十ふらあカによらなければ達成されそうにないものであるニゴ〕その
　　　　　　　　　｛3日〕ために「人心の変革」があるとされるのである。そして，それをめざしての
　　　　　　　　　｛3r〕「世界的な教育が必要」となるとされ，これを通じて人類意識，地球市民意
識，人類の連帯感が生じてくる筈であり，世界連邦はこの「人聞としての世
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制〕界的意識が成熟しなければ実現できないといわねばならない」と説かれるの
である。
　　　　　　　　　　　　　　　　皿
　小谷教授は世界連邦の実現にとって，世界の一体化，人類意識の醸成を強
調される。ミニマリズムかマキシマリズムか，国連の改造によって実現する
のかそれとも国連とは別の基盤に基づいて行なうのか，というような議論も
重要であるが，まずそれよりも先に実現のための条件が整っているかどうか
問題になるであろう。その実現は遠い先であるとしても国際社会にそのよう
な気運が存在するのかどうか考察しておく必要があろう。
　この点に関して注目されることは，国際関係が敵対的な関係から国際協力
的な関係に発展していることである。ローマ法王と神聖ローマ皇帝の普遍的
な権威を頂点とした統一的な共同体が崩壊して，16・7世紀頃にヨーロッパ
に国家が出現した。現在，国家は200近く存在しているが，このような国家
を基本的な構成単位とする国際社会は人類史の申でせいぜい400年位の歴史
しか有していない。
　まず登場した国家は君主が絶対的な権力をもつ絶対主義国家で，当時の国
家間の関係は基本的には敵対的な関係であった。その後，1789年のフランス
（34）前掲書『仙台・広島で平和を考える」62頁。
（35）前掲書『海外事情から世界連邦へ』ユ72頁。
（36）前掲書『仙台・広島で平和を考える』67頁。
（37）前掲書『思い出から平和の構築へ』188頁。
（38）前掲書202頁。
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革命に代表される市民革命を経て，国際会議の開催や「国際行政連合」の設
立に見られるように国家間の協力関係が押し進められた。しかし，1870年代
から第1次世界大戦までの期問を「帝国主義の時代」と呼ばれるように，国
際社会は協力・協調よりか対決・敵対を基調とするものであった。
　第1次世界大戦後創設された国際連盟は，人類が始めて手にした世界的規
模の包括的・総合的な目的と任務をもつ国際協力としての普遍的一般的国際
機構であった。さらに，第2次世界大戦を契機として，連盟より一層発展し
た国際連合が創設された。国連憲章は戦争の違法化とともに経済的・社会的・
文化的・人道的諸問題に関する国際協力を規定している。その後（1970年），
国連総会は「国際連合憲章に従った諸国家間の友好関係と協力に関する国際
法の諸原則についての宣言」（友好関係宣言）を採択し，国家間の友好関係・
協力に関する国際法原則（7原則）を掲げ，その一つとして「憲章に従って，
相互に協力する国家の義務」を定めている。このように，国際関係は国際法
上の国際協力義務の存在に示されるように敵対的なものから国際協力へと向っ
ている。
　また，人類概念が環境や資源問題を中心に登場してきていることに注目さ
れるであろう。1972年に国連人間環境会議がストックホルムで開催されたが，
その際のスローガンは「かけがえのない地球（on1y　one　earth）」で国家を
越えた「宇宙船地球号」の意識の下に開催された。また，1970年に国連総会
が採択した「国の管轄権の及ぶ区域の境界の外の海底およびその地下を律す
る原則宣言」（深海底原則宣言）は深海底・その下とその天然資源をr人類
の共同の財産（common　heritage　of　mankind）」と規定した。また，1966
年の「月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用における国家活動を律
する原則に関する条約」（宇宙条約）は「平和的目的のための宇宙空間の探
査及び利用の進歩が全人類の共同の利益」（前文）と定め，また1979年の
「月その他の天体における国家活動を律する協定」（月協定）は月とその天然
資源は「人類の共同の財産」であるとしている。
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　さらに留意さるべきは，1970年のバルセロナ・トラクション事件において，
国際司法裁判所は，他国に対して生じる相対的な義務のほかに，問題となる
権利の重要性からあらゆる国が法的利害関係を有する国際社会全体に対する
義務（obi1igations　erga　omnes：対世的・普遍的義務）が存在することを
指摘した。そして後者の国際法上の義務として，侵略行為，ジェノサイド，
奴隷制度，人種差別の廃止をあげている。伝統的国際法の下においては国際
法上の義務はもっぱら国家の特定の国家に対する義務を意味したが，現代国
際法においては2国間の権利・義務関係ではとらえきれない個別国家の利益
を越えた国際社会の一般的利益という認識にもとづく普遍的義務の存在がみ
とめられている。こうした展開の申で，1980年に国際法委員会が第一読会を
終えて暫定的に採択した国家責任に関する条文草案は，国際社会の基本的利
益の保護に不可欠な義務として，（a〕侵略の禁止，（b）植民地支配の力による
樹立または維持の廃止，（C）奴隷制度，ジェノサイドおよびアパルトヘイト
の禁止，（d）大気または海洋の大量の汚染の禁止，をあげて，これらの「重
大な違反」は国際犯罪を構成するものとしている（第19条）。国際犯罪概念
は国際社会全般の法益・利益の存在を前提にする概念である。さらに，1969
年に採択された「条約法に関するウィーン条約」（条約法条約）は「締結の
時に一般国際法の強行規範（juS　CogenS）に抵触する条約は，無効である」
（第53条）と規定するとともに「一般国際法の新たな強行規範が成立した場
合には，当該強行規範に抵触する既存の条約は，効力を失い，終了する」
（第64条）とした。この強行法規の存在は国際公序（internati㎝al　pub王ic
Order）の観念が認められていることを意味し，現在では国際法規の中に階
層性が存在していることを示すものである。
　ところで，コフィー・アナン国連事務総長が1997年7月16日に国連総会に
提出した「国連の再生：改革に向けたプログラム（Renewing　the　United
　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱〕Nations：A　Programme　for　Reform）」の中で，事務総長は国連と「市民
（39〕A／51ノ．．．．（14Ju1y1997）．
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社会（CiVi1SOCiety）」のつながりに関して論じた箇所で，「国家以外の行動
主体の台頭は，私たちの国際環境の変化にますます大きな影響を及ぼしてい
る。非政府機関（NGO）は，『市民社会』と呼ばれるもの，すなわち，社会
運動が目標，指示層およびテーマ別利害を中心に自らを組織する領域を，もっ
とも明確に表象している。こうした運動は，女性，青少年，先住民等，特定
のグループを含んでいる。その他の行動主体の申にも，国内的・国際的課題
の形成にますます重要な役割を演じているものがある。こうした行動主体と
しては，地方自治体，マスメディア，財界・産業，専門協会，宗教・文化団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　値〕体，および，有職・研究者団体があげられる」と記している。そして，経済
社会理事会によって協議団体の地位を与えられた非政府機関の数も，1948年
の41団体から，1968年には377団体，さらに現在では1，200団体へと急激に増
　　　　　　　　　　　1一コ〕如していることを指摘するとともに「行動（Action）17」のbにおいて，
「国連の本質的部局すべてに，NGO連絡担当官を置き，市民社会の国連に対
するアクセスを改善する。適当な場合，個別レベルにおいて，国連システム
は，政府および市民社会との3者協力の機会を増大させるべきである」と提
言している。国際関係はかつては国家機関の独壇場であったが，今日では民
間団体の荷う役割は極めて大きくなっている。このように，小谷教授の「下
からの力」は今後ともますます大きくなるものと考えられる。
　しかし，アナン事務総長の国連改革に関する包括的報告書も，国家間の協
力としての国家主権を基本としたもので，第2院の創設をはじめ国家を越え
た権力体としての国連を構想したものではない。その意味で世界連盟の実現
への道は厳しいものといわざるをえない。しかし，事務総長は西暦2000年の
国連総会を特別「千年期総会（Mi王1e㎜ium　Assemb1y）」とするとともに市
民社会の代表に対して「人民の千年期総会（Peop1e’s　Mi11emium　Assem－
　　　　　　　　　　　　14ヨ〕b1y）」の開催を呼びかけていることは注目されるところである。文面からす
（40）Paragraph207．
（41〕Paragraph211．
（42〕P呂r邑graph91．
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れば恒常的なものとしてではなく，またその具体的な構想や手続などはまっ
たく示されてはいないが，このような提案が出された背景には，国際社会の
緊密化，一体化，組織化を踏まえられていることは十分明らかであると考え
られる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
（77）
